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はじめに
教員免許更新制の導入が第166回通常国会で「教員免許法等の一部改正案」可決・成立、2009年4月から「免許更新講習」を実施。資格が更新されない場合、教員の地位と身分を喪失。現在、実施について検討中で、年度内には実施要綱が固まる予定。
この制度は、政府・財界主導の「教育改革」、教員政策においてどのように位置づけられ、今後の教員養成・免許制度にどのような影響を与えるのか、教職員法制上の問題などについて考察する。

1. 政府・財界の「教育改革」の性格は何か

（１）「行政改革」「構造改革」の一環としての「教育改革」
　　①政府・財界主導の「教育改革」の一環としての教員の資質向上策

②行財政の「構造改革」による教育予算の縮小
　　③「三位一体」改革と義務教育費国庫負担制度の後退等

（２）「教育改革」の原理と性格―新自由主義改革と新保守主義の結合　

　　①教育基本法の全面「改正」－国家による教育統制の強化、国と地方の教育振興基本計画の策定に象徴的。
　　②「構造改革」による矛盾に対する「愛国心」の強制による国民統合、「国旗・国歌」の強制、家庭教育の強調に特徴。
（３）「教育再生会議」による「教育改革」のねらいは何か
　　①一次報告（2007年1月24日）（ⅰ）「ゆとり教育」の見直し、学習指指導要領の改訂、授業時間の10％増、（ⅱ）教員免許更新制の導入、（ⅲ）「指導不適切教員」への厳格な人事管理、（ⅳ）いじめ・暴力を繰り返す子どもへの出席停止、（ⅴ）教育委員会に対する文部科学大臣の「指示」権の明示、等。
　　②第二次報告（2007年6月1日）（ⅰ）道徳の教科化、（ⅱ）07年度中に学習指導要領の改訂、土曜授業を可、（ⅲ）教員評価を踏まえためりはりのある教員給与制度の確立、08年4月をめどに教員給与特別措置法の改正、（ⅳ）大学・大学院の4月入学の弾力化、（ⅴ）保護者らの学校選択の実績に応じて予算配分、等。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（４）安倍内閣は「教育改革」で何をしてきたか

　　①教育基本法の全面「改正」（2006年）―実質的に新法の制定、日本国憲法の理念との断絶、自民党新憲法草案との一体性。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　②「教育三法」の強行成立（2007年）―教員免許更新制の導入、副校長・主幹など教員組織の差別的再編、教育委員会への文部科学大臣の「指示」権限の明示。
　　③全国一斉学力テストの強行（2007年）―　43年ぶりの全国一斉学テによる教育内容統制、ＰＩＳＡ型学力の偏重、教育産業への委託による国と業界の情報管理。
２．教員の資質向上策はどのように展開されてきたか
　（１）1980年代以降の政策展開

　　　①臨時教育審議会第２次答申の教員の資質向上に関する改革提言

「教育陪審制度」構想→初任者研修制度の創設（1988年）、1992年度からの全面実施。
　　　  ②免許法改正（1988年）―専修免許状の創設、大学における養成教育での教職教養の重視（大幅な履修基準の増加）、教職教養を欠く特別免許状・特別非常勤講師制度の導入。
　　　　③教特法改正（1988年）―初任者研修制度の創設、実施約10年後から実質的試補制度の性格を発揮。
　（２）教員免許更新制の導入―第166回通常国会への法案の提出
　　　　　教育職員免許法及び教育公務員特例法の一部改正法案の概要

①教員免許更新制の導入―普通免許状及び特別免許状に10年間の有効期間。
②有効期間の更新―免許状更新講習の受講と資格認定による。
都道府県教育委員会が勤務実績等を勘案して受講の必要がないと認めた者につき、有効期間を更新。
3 免許状更新講習を修了できなかった者の免許状は効力を喪失。

④「指導不適切教員」の人事管理の厳格化－指導改善研修中の教員は、免許状更新講習を受講できない。
　　⑤公立学校教員が、勤務成績が良くない場合やその職に必要な適格性を欠く場合に該当するとして分限免職処分を受けたときは、免許状の効力を喪失。
　３．教員免許更新制は、なぜ再び提案されたのか
（１）教員免許更新制度に関する中教審答申等の主な経過
①制度導入の提案と中教審への諮問
　       ・発端は、「教育改革国民会議」の「最終報告」（2000年12月22日）。

・町村信孝文部科学大臣（当時）の「今後の教員免許制度の在り方について」の諮問（2001年4月11日）。

・中教審「中間報告」（2001年12月25日）で慎重な態度を明、「最終報告」（2002年2月21日）で導入を見送り。
　　②中教審「中間答申」と2002年答申の結論
中教審の見送りの理由―検討すべき多くの課題
　（ⅰ）教員免許更新制の目的は、教員の適格性を審査するためか、それとも教員の専門性の維持・向上を図るためか。
　　　　　（ⅱ）免許更新制は、免許状保有者全員を対象とするのか、現に教職に就いている者のみを対象とするのか。
　　　　　（ⅲ）免許更新制で、仮に教員としての専門性の維持・向上を図ろうとする場合、現行の研修制度、上進制度との関係をどう考えるのか。
　　　　　（ⅳ）教員を評価する客観的な基準をどのように設定するのか。
（ⅴ）教員免許更新制の導入は、現行の研修や分限制度等をきちんと機能させ、これと比較して、大きな制度改正に見合う効果が確実に得られるか。
　　　　　（ⅵ）免許状が更新されなかった場合、公務員や分限制度に関する現行法
で、免職できるのか、それとも教員以外の職に転職させなければならないのか。
　　　　　（ⅶ）医師、看護師、弁護士等の他の専門職の資格は終身有効となっているが、更新制を取っている資格にはどのようなものがあるのか。
これらの重要問題は、中教審で本格的に検討された形跡はなし。検討を不問に付し、拙速な導入に向けて関係法の一部「改正」を強行。
（２）「義務教育の改革案」と中教審への再度の諮問　
①文部科学省「義務教育の改革案」（2004年8月10日）発表。それに教員免許更新制導入を位置づけ。
②内閣改造後、中山成彬文部科学大臣（当時）による中教審への「今後の教員養成・免許制度の在り方について」の諮問（2004年10月20日）、教員免許更新制の導入を「教育の構造改革」路線に位置づけ。
③中教審に再度諮問した理由、（ⅰ）政府主導の「教育改革」が総合的な教員人事管理システム、学校評価システムの実施を求めていたこと、（ⅱ）財政構造改革に対応し、その一環として「義務教育の改革案」を提示したこと、（ⅲ）財界の「教育改革」提言に免許更新制の導入が位置づけられ、政府主導の「教育改革」を後押し。

　　　（３）中教審2006年答申による教員免許更新制の提案
中教審2006年答申―教員の資格制度は「本来的な在りとして、教員として必要な資質能カは更新されるものとして、制度設計が行われることが必要」、教員免許更新制度は「その時々で求められる教員として必要な資質能力が保持される、定期的な刷新(リニューアル)を図る制度」。不適格教員を排除することを直接の目的とするものではなく、「専門職としての教員が、更新後も自信と誇りをもって教職に就き、社会の尊敬と信頼を得ていく前向きな制度」であることを強調。
（４）教職10年経験者研修と「免許更新講習」の関係　　　　　　　　　　　　 

2002年教特法改正による、教職10年経験者研修の任命権者への義務づけは、教員免許状更新制の見送りに伴う　代替措置。教職10年経験者研修は、継続されているので、現職教員は、資格認定にかかる「免許更新講習」と現職研修としての10年経験者研修との双方を受講。
４．教員免許更新制は何をもたらすか　

（１）教員養成・免許制度の歴史的な改革
終身有効であった教員免許制度の歴史的な改革。
　　　 ①戦前の教員免許制度（概要）
戦前　「師範学校令」（1886年）、「教員免許令」（1900年）等の公布。

「小学校教員免許規則」（1886年）―小学校教員の免許状：「普通免許状」（文部大臣が授与、全国有効、終身有効、高等師範学校卒業生、地方免許状所有者、五ヵ年以上勤務、学術授業超衆のもの）と「地方免許状」（府県知事県令が授与、5ヵ年毎に更新、尋常師範学校卒業生、小学校教員学力試験及第者）。

「小学校令改正」（1900年）によって、2種類の免許状はすべて終身有効となり、2本立ての教員免許状は1913年に廃止され、全国有効と改正。

「教員免許令」（1900年）は、すべての学校の教員免許に関する統一的規定。教員養成の官立学校の卒業生か、教員検定試験の合格者に文部大臣が教員免許状を授与することを規定。
　　　 ②戦後の教員免許制度（概要）
戦後　「大学における教員養成」と「免許状授与の開放制」の原則に確認。

教育職員免許法―普通免許状の終身有効を規定。戦後の教員免許制度は、六・三制の発足、旧制度下の教員資格の切り替えの必要から、正規の教諭免許状の他に、臨時免許状（1年間、授与権者の都道府県のみ有効）、仮免許状（5年間、全国有効、1回に限り教育職員検定により有効期限を更新可）を設けて発足。仮免許状は、1954年免許法の改正で廃止。
（2）教員免許更新制度の社会的機能
　　　　①重層的な教員の適格性判定の機会

　　　　（ⅰ）中教審2006年答申―を意図した「教職実践演習」（教職適格性判定）。
（ⅱ）初任者研修―研修終了時点で教諭として正規採用になるか否かの判定。
　　　　（ⅲ）教員評価制度―「指導力不足教員」の判定と「新しい」教員評価制度。
　　　　（ⅳ）免許状更新制度の導入―総合的な教員人事管理制度の構築。
　　　　②現職教員の教育実践の質的向上への反作用

地位と身分の維持に不安、日常の教育実践の質的向上に精力を傾けることに困難が生じ、教師の専門性の向上に働かない可能性。
③新教育基本法下の教師の職務の変質と教員政策

　　　　　　教員免許更新制は、教育基本法の全面「改正」を具体化する教員政策と
して推進。教員の人事管理システムの整備に加えて、

新教育基本法による教師の職務の性質の変化、「めりはりのある教員給与

制度の導入。
④他の専門職の資格、免許制度への影響
５．教員免許更新講習はどうなるか―検討中の主な課題
（１）受講の対象者―教育職員、「文部科学省令で定める教育の職」（学校、教育委員会等の職員）、「文部科学省令で定める者」（教員として任用・雇用する可能性のある者）
（２）免許更新講習の実施主体―大学、指定教員養成機関、各都道府県教育委員会、文部科学省、独立行政法人教員研修センター、指定都市教育委員会等。
　（３）免許更新講習の基準―全国的に統一した講習の基準を国が示し、実施大学等が講習内容を具体的に計画。
（４）講習の実施時期は2009（平成21）年4月1日から、この年度から教員免許状を新たに取得する者、現に免許状を有する教員が対象。初回の免許更新講習制度施行後最初の11年以内に実施（2006年度の現職教員は約110万人、これを１0に分けると年間約1１万人規模、10年間で修了の場合と5年間で修了する場合の試算例の内示）。

（５）修了確認期限の設定―最初の確認期限は、（ⅰ）2011（平成23）年3月31日にそれぞれ満35歳、45歳、55歳の旧免許状所有者。以下2012（平成24）年、2013（平成25）年3月31日に前記年齢の教育職員。

（６）講習の実施時期―長期休暇中等に30時間の免許更新講習を行い、修了にあたり「修了認定試験」を実施。

（７）免除対象者―優秀教員表彰受賞者、校長、教頭、主幹教諭、教育長、指導主事その他教育委員会事務局、学校の教育職員経験者等。
　　（８）有効期間の延長―休職中、産休中、育休中、在外施設・外国の地方機関に派遣中、業務遂行上受講が困難、任用後有効期間まで2年未満、専修免許状取得目的で大学院課程の履修中の者等。
　　（９）受講料―特に原案の明示なし。

　　（10）実施スケジュール
　　　　　2007年度中　　中教審教員養成部会で運用方針の作成

　　　　　2008年3月　　教育職員免許法施行規則改正

　　　　　2008年度後半　免許状更新講習の認定申請・審査（2009年1月、認定）

　　　　　2009年4月　　免許状更新講習の実施、修了認定。
　　　　　

６．教員免許更新制にどう対応すべきか

　　（１）地域教員養成機構の追求―各地域（都道府県）の教員養成の課程認定を受けている大学、教育委員会、教職員団体を中心とする地域教員養成機構（仮称）の設置を探求し、協議の場を設けることはできないか。

（２）そこでは、地方分権化にそって、各地域の教員構成と受講者、免許更新講習の実施主体、講習内容の基準、受講を必要としない者の範囲等について、地域の実情にそくした協議を行うことが可能かどうか。
　　（３）免許更新の基準の設定に、職域における教育実践の蓄積を評価するしくみを設けることは可能かどうか。
　　（４）免許更新講習の受講にあたり、勤務条件と受講期間との関係から、教特法に定める研修条項の適用はどうなるか、どうすべきか。
　　（５）免許更新講習の受講にあたり、受講料や免許状更新の手数料など、経費負担について協議又は交渉の機会を設けることは可能かどうか。
　資料１　1970年代以降の教員の養成・免許・研修の改善に関する諸提案
　資料２　1970年代以降の教員の養成・免許、研修制度に関する法改正一覧
　資料３　教師教育比較研究（日本　アメリカ）
　資料４　中央教育審議会答申「今後の教員養成・免許制度の在り方について」（抄）（2006年7月）
　資料５　第166回国会議事録（抄）衆・教育再生特別委員会、参・文教科学委員会
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